
地方分権改革の推進に向けて 

 

人口構造の激変やグローバル社会の進展、外交・安全保障問題など我が国が

直面する課題に効率的・効果的に対応するには、中央集権ではなく、地方分権

改革を進め、自立分権型社会構造に変えていくことが不可欠である。 

そのため、責任と負担の所在が必ずしも一致せず、相互依存・もたれ合いの

状況にある現在の国と地方の関係を再構築する必要がある。 

この度、安倍内閣総理大臣を本部長とする「地方分権改革推進本部」を設置

され、政府として地方分権改革の推進に向けた体制を構築されたことは我々と

しても歓迎しているところであるが、地方の実情に応じた真の分権改革を推進

するため、以下について強く要請する。 

 

１ 地方分権改革推進委員会の設置 

地方分権改革の具体的な検討を行うため、第一次安倍内閣で設置されてい

た「地方分権改革推進委員会」に相当する機関を速やかに発足させ、その構

成委員には、地方自治の当事者として、全国で唯一の府県域を越える広域自

治体である関西広域連合の参画を可能とすること。 

 

２ 国出先機関の地方移管の強力な推進 

政府・与党の主張する道州制においても国出先機関の地方移管は当然に前

提となるものであることから、関西広域連合などの府県が構成する特別地方

公共団体への国出先機関の移管を内容とする法律案を今国会へ提出し、その

成立を図ること。 

この場合､先行的に関西広域連合を受け皿とする取組を強力に推進すること。 

  併せて、中央省庁の事務・権限においても地方に委ねるべきものは積極的

に移譲すること。 

 

３ 分権改革の推進にあたっての地方意見の反映 

地方分権改革推進本部において、分権改革の推進に関する施策を策定及び

実施するにあたっては、改革の趣旨に即して、「国と地方の協議の場」を活用

することなどにより、地方の意見を最大限反映すること。 
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